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 １ はじめに 

   当町は、地方交付税などの依存財源の割合が歳入全体の３分の２以上を

占めていることから、国の財政改革などの影響を受けやすい財政構造とな

る中、地方交付税が減少傾向にあるなど厳しい財政状況となっています。 

   このような状況のもと、今後訪れる社会環境のめまぐるしい変化にも対

応しながら、中期的な視点で、限られた財源を有効活用し、継続的かつ安

定的な行政サービスを提供するために財政計画を策定します。 

   なお、前年度の決算状況や景気の動向、国の制度改正等を反映するため、

毎年度見直しを行うこととしています。 

   また、財政状況について町民・議会・行政が共有するため、おいらせ町

自治基本条例第２９条の規定により、「効率的で健全な財政運営を図るため、

財政計画を策定しこれを公表」するものです。 

 

 ２ 財政の現状 

   当町の平成３０年度一般会計決算は、実質収支①は約１.８億円の黒字、 

単年度収支②も約０.５億円の黒字となりました。しかし、実質単年度収支③

においては約１.５億円の赤字となっています。 

   また、一般会計の公債費の残高は平成３０年度末現在で約１０６.９億円

にのぼり、今後、その償還に係る負担が重くのしかかることに加え、医療、

介護といった社会保障関連経費の増加や公共施設の老朽化等に伴う改修や

更新など、財政需要が今後も増加していくことが見込まれる依然として厳

しい状況にあります。さらに、現時点では捕捉していない財政需要の増加

も生じる可能性がある中で、今後の生産年齢人口減少に伴い、町税をはじ

めとする一般財源が今後減少していくことを考慮すると、深刻な状況にあ

ります。 

 

 ３ 財政運営の課題 

   行政への要望全てに応えていくことは、財源が限られている当町の財政

状況では極めて難しい状況にあります。 

   このような状況の中では、「あれも、これも」から「あれか、これか」と

いう観点での選択と集中を図りながら、行政需要を無駄なく的確にとらえ、

                                            
① 実質収支…歳入総額から歳出総額を差し引いた収支から繰越明許費等に伴って翌年度に繰り越すべき一

般財源を控除した額。 
② 単年度収支…その年度中に発生した黒字又は赤字。当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引

いた額。 
③ 実質単年度収支…単年度収支に実質的な黒字要素(財政調整基金への積立金及び地方債の繰上償還額)を

加え、赤字要素(財政調整基金の取り崩し額)を差し引いた金額。 
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受益と負担の関係に配慮しつつ、町民協働により行政経営をしていく必要

があります。 

   一方で、町民の福祉の向上や地域経済の活性化を図る施策の展開は必要

不可欠であり、そのためには、各種施策の改善や改革を含めた行政改革を

進め無駄を排除しつつ、さらには、町が関係する全ての補助及び負担金事

業の効果について、適切かつ恒常的な見直しを行い、財源を確保すること

が課題となっています。 

 

 ４ 公共施設等総合管理計画との関係 

   公共施設等は日常の維持管理費に加え、老朽化に伴う改修費や更新費の

増加が見込まれていることから計画的な整備や管理を行うとともに、利活

用の促進や長寿命化対策、最適化を行うことが必要となっています。 

   新たな整備が不可欠な場合には、既存施設の集約等を合わせて行うこと

で総量を調整します。 

   公共施設の運営・維持には多額のコストがかかっており、それは町民全

体の負担（町税等）と受益者の負担で支えられています。そのため、厳し

い財政見通しを踏まえ公共施設全体としてトータルコスト縮減に向け取り

組む必要があります。既存施設については、耐用年数を考慮しながら、コ

スト・利用状況・役割等の視点から統廃合の検討を行います。 

   また、施設使用料等についても適正な受益者負担の観点から検討を行い

ます。 

 

 ５ 財政健全化のための基本的な考え方 

   財政健全化の道のりは、長く険しいものになります。その一方で、未来

のおいらせ町を担う将来の世代へ負の財産を残すことなく後世へ引継ぐこ

とが、私たちの使命でもあります。 

   こうした観点から、財政健全化への目標とその達成のための重点事項を

掲げ、庁内外の関係者からの理解と協力を得ながら、この取り組みを着実

に推進し、将来の世代に過度な負担を残さない持続可能な財政運営を目指

します。 

 

 ６ 計画期間及び会計単位 

  ・計画期間は、令和２年度(2020 年度)から令和６年度(2024 年度)までの５

年間とします。 

  ・会計単位は、一般会計を対象とします。  
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７ 計画策定の前提条件等 

 

（１）試算の基本的考え方 

ア 推計の起点は、令和元年度９月補正後の予算額としています。 

イ 財政シミュレーションは、令和元年度９月補正後を基準に、今後想

定される変動要因を加味したほか、「（２）推計方法」により推計して

います。 

ウ 令和２年度以降の見通しには、年度間の財源調整に用いている財政

調整基金等の繰入金や繰越金は見込まないものとしています。 
 

（２）推計方法 

ア 歳入 

科目 推計方法 

町税④ 
令和元年度予算を基準とし、徴収率の現状や過去の推移

等を考慮するとともに、固定資産評価替の影響を見込んだ。 

譲与税及び交

付金⑤ 

 新たに創設される森林環境譲与税の見込み額を計上する

とともに、地方消費税交付金は、令和元年度１０月からの

消費税率改定の影響を見込んだ。 

地方交付税⑥ 

普通交付税）令和元年度は交付決定額とし、町税収入の増

減や合併算定替加算分の段階的減少の影響を見込んだ。 

特別交付税）令和元年度は予算額、２年度以降は平成３０

年度の決算額とした。 

分担金及び負

担金⑦ 

 令和元年度予算を基準とし、令和４年度以降は給食費無

料化の期間満了による影響を見込んだ。 

国・県支出金⑧ 
 令和元年度予算を基準とし、歳出における扶助費や普通

建設事業費の見込み等を考慮した。 

町債⑨ 
 普通建設事業の推移に応じて計上するとともに、臨時財

政対策債は令和元年度予算額を基準に見込んだ。 

その他 
 年度間で変動があるもの以外、令和元年度予算額と同額

で見込んだ。 

                                            
④ 町税…町民から直接納めて頂く税金。町民税、固定資産税、軽自動車税、町たばこ税等がある。 
⑤ 譲与税・交付金…自動車重量譲与税、地方消費税交付金など、国県から交付されるもの。町内道路の延

長や面積、人口や従業者数に応じて按分して交付される。 
⑥ 地方交付税…地方交付税は、国税の一定割合を割いて、一般財源が不足する地方自治体に配分されるも

ので、普通交付税と特別交付税に分かれている。 
⑦ 分担金・負担金…一定の事業において利益を受ける者から、その受益の限度において徴収できる経費。 
⑧ 国・県支出金…国庫支出金は、地方公共団体が行う特定の事務事業に対して国から交付される支出金。

県支出金は、県の市町村に対する支出金。 
⑨ 町債…公共施設や道路などの整備等に多額の経費を要し、その効果が後年度に及ぶ事業の財源に充てる

ため、国や民間金融機関等からの長期借入金。 



- 4 - 

イ 歳出 

科目 推計方法 

人件費⑩ 
定員適正化計画による職員数の増減や会計年度任用職

員制度開始による給与の増額を見込んだ。 

扶助費⑪ 
 対象者数や事業費の伸び率等を勘案し、増額分を見込ん

だ。 

公債費⑫ 
 町債既発行分は償還計画に基づく額を、新発債分は、普

通建設事業に係る町債借入見込額を見込んだ。 

物件費⑬ 
 会計年度任用職員制度により、臨時職員の賃金が人件費

に変更となるため、これらの費用を人件費に見込んだ。 

維持補修費⑭ 
 令和元年度予算を基準とし、公共施設の老朽化等に伴う

修繕料の増額を見込んだ。 

補助費等⑮ 

 令和元年度予算を基準とし、各一部事務組合の負担金を

計上するとともに、事務事業見直しに伴う各種補助金の減

を加味し見込んだ。 

普通建設事業⑯ 
 各年度で予定する普通建設事業の事業費を各年度で計

上した。 

繰出金⑰ 
 特別会計への繰出金をそれぞれの見込みに基づき計上

した。 

その他 

 令和元年１０月からの消費税率改定の影響を見込んだ

ほか、年度間で変動があるもの以外、令和元年度と同額を

見込んだ。 
 

   ウ 主な変動要因 

    ・給食費無料化の期間満了に伴う収入(分担金・負担金)の増 

・実施計画事業の実施に伴う普通建設事業費の増減 

                                            
⑩ 人件費…町長、町議会議員、職員等に勤労の対価として支払われる報酬、給料等の経費。 
⑪ 扶助費…生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などに基づき、被扶養者の生活を維持するた

めに支出される福祉的経費。 
⑫ 公債費…町の借金の元金、利子を返済するための経費。 
⑬ 物件費…人件費、扶助費、維持補修費などを除く消費的(支出の効果が単年度または極めて短

期間で終わるもの)な費用の総称。賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料な

どが含まれる。 
⑭ 維持補修費…地方公共団体が管理する公共用施設の効用を保全するための経費。 
⑮ 補助費等… 一部事務組合や各種団体などに支出される負担金や補助金、公用車の自動車保険

料や公共施設の火災保険料などの経費。 
⑯ 普通建設事業…道路、橋りょう、学校等の施設整備改良に係る経費。 
⑰ 繰出金…一般会計から特別会計、公営事業会計に対し、建設費や事務費等の補助のため支出

される経費。 
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取

り
入

れ
た

も
の

で
あ

り
、

事
業

の
年

度
や

費
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定
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の
で
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り
ま
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施
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の
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推
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「経常収支比率」とは、経常的な収入をどの程度経常的な支出に充てたか

を示す指標です。 

比率が高いほど財政が硬直化したと捉えられ、比率が 100％を超える場

合、臨時的経費（災害復旧など）や投資的経費（建設事業）はおろか、経

常的経費すら経常的収入で賄えていない危険な財政状況であるといえま

す。 

  

（単位：百万円、％）

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和2年度
(2020年度)

令和3年度
(2021年度)

令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)

① 6,479 6,374 6,392 6,325 6,297 6,256 6,182

② 経常経費充当一般財源=分子 6,163 6,268 6,256 6,210 6,012 6,013 5,894

経常収支比率（②/①） 95.1 98.3 97.9 98.2 95.5 96.1 95.4

令和7年度
(2025年度)

令和8年度
(2026年度)

令和9年度
(2027年度)

令和10年度
(2028年度)

令和11年度
(2029年度)

6,130 6,085 6,085 6,036 5,981

5,801 5,785 5,806 5,762 5,706

94.6 95.1 95.4 95.5 95.4

経常一般財源総額＝分母

区 分

95.1%

98.3 %
97.9 %

98.2 %

95.5 %
96.1 %

95.4 %

94.6 %
95.1 %

95.4 %

95.5 %
95.4 %

90.0 %

91.0 %

92.0 %

93.0 %

94.0 %

95.0 %

96.0 %

97.0 %

98.0 %

99.0 %

100.0 %

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

９ 経常収支比率の推計
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「基金」とは、地方公共団体が条例で定めることにより、特定の目的のた

めに財産を維持し、資金の積立てや定額の資金を運用するために設けられ

る資金または財産のことです。 

 中でも財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、

予期しない収入減や捕捉しがたい支出増等に備え積立てているものです。 

 これらの基金は、積立てを行う際の目的に沿ったものでなければ取崩す

ことができません。 

 なお、財政調整基金の残高が財源不足を賄いきれない状況に陥った場合

は、実質収支の赤字や実質赤字比率を計上することとなります。 

  

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和2年度
(2020年度)

令和3年度
(2021年度)

令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)

財政調整基金 1,488 1,370 1,217 968 907 788 692

減債基金 708 708 708 709 709 709 709

その他特定目的基金 2,399 2,422 2,452 2,547 2,396 2,431 2,490

4,595 4,500 4,377 4,224 4,012 3,928 3,891

令和7年度
(2025年度)

令和8年度
(2026年度)

令和9年度
(2027年度)

令和10年度
(2028年度)

令和11年度
(2029年度)

570 380 319 296 268

709 709 710 710 710

2,238 2,333 2,429 2,525 2,621

3,517 3,422 3,458 3,531 3,599

区　　　分

合     計

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

1,488 1,370 1,217
968 907 788 692 570 380 319 296 268

708
708

708
709 709 709 709

709
709 710 710 710

2,399
2,422

2,452
2,547

2,396
2,431 2,490

2,238
2,333 2,429

2,525
2,621

（単位：百万円）10 基金残高の推計

その他

特定目的基金

減債基金

4,595

合 計

財政調整基金

4,500 4,377 4,224 4,012 3,928 3,891 3,517 3,422 3,458 3,531 3,599
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「地方債」とは、地方公共団体が資金調達のために負担する債務(借金)の

事であり、その残高が多くなると将来負担すべき債務が増加し、財政の硬

直化につながります。 

 なお、地方債を充当できる経費は限定されており、原則として公共施設

の建設工事費や土地購入費などの投資的経費となります。 

 

 

 

 

 

  

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和2年度
(2020年度)

令和3年度
(2021年度)

令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)

10,693 10,227 9,578 8,893 8,247 7,637 7,743

令和7年度
(2025年度)

令和8年度
(2026年度)

令和9年度
(2027年度)

令和10年度
(2028年度)

令和11年度
(2029年度)

10,079 9,609 9,049 8,578 8,168

地方債残高(一般会計)

区　　分

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

10,693 10,227
9,578

8,893
8,247

7,637 7,743

10,079
9,609 9,049 8,578 8,168

（単位：百万円）11 地方債残高の推計

10,693

合 計

10,227 9,578 8,893 8,247 7,637 7,743 10,079 9,609 9,049 8,578 8,16810,693

合 計

10,227 9,578 8,893 8,247 7,637 7,743 10,079 9,609 9,049 8,578 8,168
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１２ 財政健全化の目標と重点項目 

 

   計画期間終期となる令和６年度時点の財政シミュレーションでは、収支     

は１億円程度の収入不足に加え、財政調整基金残高は半減となる６億９千万

円程度となる厳しい見通しとなっています。 

   持続可能な財政運営を行うため、目標とその達成に向けた重点事項を掲

げ、財政健全化の取り組みを進めます。 

 

 （１）財政健全化の目標「目標期間：令和６年度（2024年度）」 

① 単年度の収支均衡（実質単年度収支赤字からの脱却） 

② 財政調整基金の残高確保（おおむね１０億円） 

③ 経常収支比率の改善 

④ 健全化判断比率の維持 

 

 （２）財政健全化に向けた重点事項 

区   分 内    容 

収

入 

①収入確保につなが

る取組 

・町税等徴収率の向上 

・ふるさと納税の推進 

・有料広告事業の推進 

・町有施設への自動販売機設置に伴う占用料等

徴収ルールの一本化推進 

・公共施設使用料等の適正な受益者負担の検討 

・基金の効果的運用(有価証券等)の推進 

・遊休不動産の売却 

支

出 

①事務事業経費のト

ータルコスト縮減 

・職員の適正配置による人件費抑制 

・RPA⑱の導入等、行政改革の推進 

・既存事務事業の整理、合理化 

②公共施設マネジメ

ントの推進 

・公共施設配置等の最適化(複合化、集約、規模

縮小等)によるトータルコスト縮減の推進 

・指定管理制度導入等による公共施設運営経費

の最適化 

                                            
⑱ RPA…ロボティック・プロセス・オートメーションの略。ロボットによって単純な間接業務を自動化する

取り組みを指す言葉。 
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支

出 

③町単独補助金、他会

計繰出金の抑制 

・町単独補助金の見直し 

・適正な受益者負担による特別会計繰出金等の

抑制 

④投資的経費の抑制 
・後年度負担(需用費、公債費)を見据えた普通

建設事業費の抑制 

⑤民間活力の活用に

よるトータルコス

ト縮減 

・指定管理者制度の適用範囲拡大の検討 

・PPP/PFI⑲手法の導入検討 

・業務委託(包括、個別)の推進 

 

１３ 今年度の財政健全化対策の実施状況 
 

  昨年度実施した歳出削減策により、平成３０年度当初予算と令和元年度当

初予算を比較した結果は以下のとおりです。 

当初予算ベースでは約６，９００万円の歳出抑制の効果となりましたが、

年度途中であることから、今後の財政需要の変化を注視する必要があります。 

（単位：千円、％） 

№ 科  目 
削減目標額 

(A) 

削減実績 

〔当初予算〕 

(B) 

達成率 

(B)/(A) 

＝(C) 

１ 

需用費 10,543 12,292 116.6 

① 消耗品費 4,875 4,927 101.1 

② 食糧費 53 35 66.0 

③ 燃料費 3,925 4,638 118.2 

④ 印刷製本費 1,690 2,692 159.3 

⑤ 光熱水費 0 0 ― 

２ 時間外勤務手当 506 983 194.3 

３ 臨時職員賃金 14,982 8,230 54.9 

４ 施設等管理業務委託料 46,811 25,383 54.2 

５ 町単独補助金 6,951 14,026 201.8 

６ 町単独工事費(維持補修含む) 30,600 8,700 28.4 

 合  計 110,392 69,614 63.1 

  

                                            
⑲ PPP/PFI…民間の資金と経営能力、技術力(ノウハウ)を活用し、公共施設の設計、建設、改修、更新や維

持管理、運営を行う公共事業の手法。 



- 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参
考

　
財

政
状

況
の

推
移

（
一

般
会

計
）

（
１

）
収

支
の

推
移

【
　

歳
  

入
　

】
（
単

位
：
百

万
円

）

平
成

1
8
年

度
(2

0
0
6
年

度
)

平
成

1
9
年

度
(2

0
0
7
年

度
)

平
成

2
0
年

度
(2

0
0
8
年

度
)

平
成

2
1
年

度
(2

0
0
9
年

度
)

平
成

2
2
年

度
(2

0
1
0
年

度
)

平
成

2
3
年

度
(2

0
1
1
年

度
)

平
成

2
4
年

度
(2

0
1
2
年

度
)

平
成

2
5
年

度
(2

0
1
3
年

度
)

平
成

2
6
年

度
(2

0
1
4
年

度
)

平
成

2
7
年

度
(2

0
1
5
年

度
)

平
成

2
8
年

度
(2

0
1
6
年

度
)

平
成

2
9
年

度
(2

0
1
7
年

度
)

平
成

3
0
年

度
(2

0
1
8
年

度
)

2
,0

3
5

2
,2

9
9

2
,2

8
9

2
,2

7
9

2
,2

6
8

2
,3

2
3

2
,3

2
8

2
,4

5
4

2
,4

5
2

2
,4

0
5

2
,5

4
1

2
,6

4
6

2
,5

8
1

3
,2

5
7

3
,2

1
7

3
,3

5
6

3
,4

1
0

3
,6

8
1

4
,1

1
4

3
,7

9
0

3
,7

7
9

3
,7

0
7

3
,7

6
1

3
,7

8
6

3
,5

1
2

3
,4

0
6

普
通

交
付

税
2
,6

6
6

2
,7

0
1

2
,8

8
9

3
,0

3
4

3
,2

8
6

3
,3

8
5

3
,3

5
4

3
,2

9
6

3
,2

2
6

3
,2

6
8

3
,2

8
7

3
,0

4
4

2
,9

5
4

特
別

交
付

税
59

1
51

6
46

7
37

6
39

5
44

6
41

6
43

0
41

6
41

6
40

3
37

8
39

1

震
災

復
興

特
別

交
付

税
28

3
19

53
64

77
96

89
62

75
0

81
8

1
,2

6
2

1
,8

0
5

1
,8

4
7

1
,2

0
5

1
,2

8
8

93
1

1
,2

2
4

1
,3

4
2

1
,5

7
8

1
,3

5
5

1
,2

9
0

69
3

69
2

76
0

69
9

94
2

1
,3

8
4

1
,6

3
6

1
,1

3
3

1
,1

3
7

1
,0

4
5

98
0

1
,3

2
9

96
7

52
19

8
24

5
61

21
47

14
8

17
3

47
5

35
6

18
9

29
7

29
8

財
源

調
整

（
基

金
繰

入
金

）
0

36
10

8
40

4
4

3
1

16
5

2
23

15
9

20
0

2
,2

3
7

94
3

73
2

1
,1

2
5

95
5

36
7

63
8

87
1

66
3

55
9

94
2

1
,6

0
6

93
3

臨
時

財
政

対
策

債
37

0
33

5
31

4
48

7
38

0
14

0
95

13
0

37
0

32
0

32
0

32
0

32
0

合
併

特
例

債
1
,3

5
6

16
1

10
1

42
4

50
4

20
1

39
4

62
1

23
1

18
7

34
2

94
0

55

普
通

建
設

事
業

充
当

債
49

4
44

7
31

6
21

4
71

13
14

8
33

62
50

24
8

34
4

55
8

そ
の

他
事

業
債

17
0

0
0

0
13

0
87

0
2

33
2

0

1
,1

2
0

93
4

97
3

1
,0

4
3

1
,0

3
4

1
,1

3
6

1
,1

8
8

94
6

94
9

1
,3

2
6

1
,1

2
2

98
7

1
,0

2
4

1
0
,1

4
4

9
,1

0
1

9
,6

1
7

1
0
,4

2
2

1
0
,7

4
8

1
0
,5

7
6

1
1
,0

1
6

1
0
,2

8
7

1
0
,6

0
7

1
0
,7

9
4

1
1
,1

3
8

1
1
,7

3
2

1
0
,4

9
9

【
　

歳
  

出
　

】

1
,4

4
1

1
,4

1
0

1
,3

0
4

1
,3

2
5

1
,2

6
2

1
,2

2
5

1
,2

2
5

1
,1

6
3

1
,1

8
2

1
,2

1
0

1
,1

6
3

1
,2

1
0

1
,2

0
6

1
,0

6
7

1
,0

9
2

1
,0

4
7

1
,2

0
8

1
,1

4
3

1
,5

4
1

1
,3

1
1

1
,3

2
2

1
,4

9
3

1
,3

4
8

1
,4

0
3

1
,3

5
3

1
,5

0
5

27
49

49
97

80
12

1
18

4
22

6
24

6
22

6
26

5
22

6
25

2

1
,2

6
6

1
,3

2
8

1
,3

3
0

1
,3

6
6

1
,7

2
6

1
,7

7
4

1
,7

5
1

1
,8

4
7

1
,9

9
5

2
,1

1
5

2
,2

3
1

2
,1

4
8

2
,1

4
4

1
,0

9
0

1
,1

2
1

1
,3

2
0

1
,3

7
7

1
,0

8
4

1
,1

5
5

1
,1

0
4

1
,1

0
7

1
,3

4
3

1
,1

8
4

1
,1

8
5

1
,2

1
6

1
,1

3
9

1
,4

1
7

1
,4

3
1

1
,3

6
9

1
,9

9
6

2
,1

0
5

97
5

2
,2

2
2

1
,3

7
1

85
1

1
,3

8
6

1
,7

6
4

2
,6

1
0

1
,3

0
3

1
,1

4
8

1
,3

5
1

1
,5

8
7

1
,3

6
1

1
,3

9
0

1
,2

4
4

1
,2

7
2

1
,3

5
8

1
,2

5
1

1
,2

4
2

1
,1

9
6

1
,0

6
2

1
,0

2
7

1
,3

8
8

13
15

12
1

21
0

58
2

36
4

21
3

37
9

19
9

17
2

18
9

13
5

1
,0

7
6

1
,0

8
7

1
,2

1
3

1
,1

8
6

1
,2

8
0

1
,3

2
2

1
,3

0
3

1
,4

4
0

1
,4

8
5

1
,5

2
0

1
,5

2
1

1
,5

3
1

1
,5

8
5

10
2

97
13

0
12

3
61

12
7

19
30

23
24

38
25

16

1
0
,0

2
2

8
,9

7
9

9
,3

6
4

1
0
,1

6
0

1
0
,3

4
1

1
0
,0

6
6

1
0
,7

5
5

1
0
,0

7
7

1
0
,2

4
8

1
0
,4

5
4

1
0
,9

3
8

1
1
,5

7
0

1
0
,3

1
2

12
2

12
2

25
3

26
2

40
7

51
0

26
1

21
0

35
9

34
0

20
0

16
2

18
7

※
 四

捨
五

入
の

関
係

上
、

合
計

が
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。

区
　

　
　

　
　

　
分

決
　

算
　

年
　

度

町
　

税

地
方

交
付

税

国
庫

支
出

金

県
支

出
金

普
通

建
設

事
業

費

繰
入

金

町
債

そ
の

他

合
　

　
　

　
　

　
計

人
件

費

物
件

費

維
持

補
修

費

扶
助

費

補
助

費
等

歳
入

歳
出

差
引

額

公
債

費

積
立

金

繰
出

金

そ
の

他

合
　

　
　

　
　

計
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（２
）財

政
指

標
等

の
推

移 平
成

18
年

度
(2

00
6年

度
)

平
成

19
年

度
(2

00
7年

度
)

平
成

20
年

度
(2

00
8年

度
)

平
成

21
年

度
(2

00
9年

度
)

平
成

22
年

度
(2

01
0年

度
)

平
成

23
年

度
(2

01
1年

度
)

平
成

24
年

度
(2

01
2年

度
)

平
成

25
年

度
(2

01
3年

度
)

平
成

26
年

度
(2

01
4年

度
)

平
成

27
年

度
(2

01
5年

度
)

平
成

28
年

度
(2

01
6年

度
)

平
成

29
年

度
(2

01
7年

度
)

平
成

30
年

度
(2

01
8年

度
)

1億
19

8
万

円
1億

2,
09

6
万

円
1億

85
5

万
円

1億
5,

49
2

万
円

2億
5,

81
8

万
円

2億
3,

41
8

万
円

2億
2,

12
0

万
円

1億
6,

67
0

万
円

1億
7,

20
0

万
円

2億
2,

02
7

万
円

1億
5,

00
9

万
円

1億
3,

58
0

万
円

1億
8,

41
7

万
円

▲
1億

8,
88

9
万

円
1,

89
8

万
円

▲
1,

24
1

万
円

4,
63

7
万

円
1億

32
6

万
円

▲
2,

40
0

万
円

▲
1,

29
8

万
円

▲
5,

45
0

万
円

53
0

万
円

4,
82

7
万

円
▲

7,
01

8
万

円
▲

1,
42

9
万

円
4,

83
7

万
円

3,
91

7
万

円
1億

1,
96

1
万

円
8,

25
5

万
円

1億
2,

01
8

万
円

4億
87

9
万

円
2億

2,
64

2
万

円
▲

1,
11

4
万

円
▲

8,
78

1
万

円
▲

9,
79

2
万

円
1億

85
万

円
▲

8,
57

5
万

円
▲

1億
6,

83
6

万
円

▲
1億

4,
70

7
万

円

89
.4

％
91

.0
％

92
.1

％
88

.1
％

85
.3

％
87

.7
％

89
.1

％
91

.2
％

90
.7

％
89

.7
％

88
.6

％
91

.2
％

95
.1

％

32
.5

億
円

31
.7

億
円

30
.6

億
円

31
.8

億
円

34
.6

億
円

41
.3

億
円

44
.7

億
円

46
.3

億
円

46
.4

億
円

45
.8

億
円

46
.9

億
円

46
.7

億
円

45
.9

億
円

う
ち

財
政

調
整

基
金

6.
8億

円
7.

0億
円

6.
6億

円
6.

8億
円

9.
4億

円
13

.2
億

円
14

.4
億

円
15

.6
億

円
14

.9
億

円
15

.9
億

円
16

.9
億

円
16

.1
億

円
14

.9
億

円

14
0.

4億
円

13
8.

4億
円

13
1.

7億
円

13
1.

1億
円

12
8.

4億
円

12
1.

1億
円

11
6.

2億
円

11
2.

7億
円

10
8.

0億
円

10
2.

2億
円

10
0.

7億
円

10
7.

1億
円

10
6.

9億
円

18
.5

％
18

.8
％

19
.4

％
18

.8
％

17
.2

％
15

.0
％

14
.0

％
13

.7
％

13
.8

％
13

.3
％

12
.4

％
11

.5
％

11
.1

％

―
18

0.
00

%
17

5.
9％

14
9.

7％
11

8.
6％

94
.7

％
75

.5
％

59
.2

％
40

.9
％

33
.0

％
23

.6
％

15
.5

％
14

％

各
指

標
の

説
明

２
ペ

ー
ジ

参
照

２
ペ

ー
ジ

参
照

２
ペ

ー
ジ

参
照

６
ペ

ー
ジ

参
照

７
ペ

ー
ジ

参
照

８
ペ

ー
ジ

参
照

義
務

的
経

費
と

さ
れ

る
人

件
費

、
扶

助
費

、
公

債
費

の
う

ち
、

も
っ

と
も

削
減

が
困

難
と

さ
れ

る
公

債
費

の
財

源
負

担
の

大
き

さ
を

表
す

指
標

で
あ

り
、

直
近

３
か

年
平

均
で

算
定

さ
れ

ま
す

。

将
来

負
担

比
率

は
一

般
会

計
等

が
将

来
負

担
す

べ
き

実
質

的
な

負
債

の
標

準
財

政
規

模
を

基
本

と
し

た
額

に
対

す
る

比
率

を
表

し
ま

す
。

③
実

質
単

年
　

度
収

支

②
単

年
度

収
支

①
実

質
収

支

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

度
 区

分

①
実

質
収

支

⑧
将

来
負

担
　

比
率

⑦
実

質
公

債
　

費
比

率

⑥
地

方
債

残
高

⑤
基

金
残

高

④
経

常
収

支
　

比
率

②
単

年
度

収
支

③
実

質
単

年
度

収
支

④
経

常
収

支
比

率

⑤
基

金
残

高

⑥
地

方
債

残
高

⑦
実

質
公

債
費

比
率

⑧
将

来
負

担
比

率


